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ボランティア団体員のリーダーシップの認知と満足感，
コミットメントの関連の検討

○遠藤勇汰（早稲田大学大学院） 河村茂雄（早稲田大学）
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問題と目的

近年，我が国では福祉，環境保護，国際協

力，災害・復興支援，スポーツや学術など多

くの分野でボランティア活動が実施されて

おり（総務省，2017），今後もボランティア

活動が果たす役割が期待されている（三谷，

2016）。ボランティア活動を行うのは個人で

行う人よりも団体で行う人の方が多い（全国

ボランティア・市民活動センター, 2015）。ボ

ランティア団体の運営者には，成員の自主性

を保障することと成員を団体内にとどめる

ための取り組みを両立させる必要性がある

ことが指摘されている（田尾，1999）ことか

ら，ボランティア団体の運営が容易ではない

と考えられる。そこで，ボランティア活動が

継続していくために団体を持続させたいと

考えている団体の運営者にとっては，成員の

満足感や団体へのコミットメントを向上さ

せるリーダーシップについて検討すること

は有意義であると考えられる。しかし，我が

国においてボランティア団体を対象とした

リーダーシップの影響を実証的に明らかに

する研究は著者の知る限り行われていない。

そこで，本研究ではボランティア団体の成員

のリーダーシップの認知と満足感，コミット

メントとの関連を検討する。

方 法

調査時期と調査対象 2018 年 7 月下旬から 9
月上旬にボランティア団体に所属している

大学生・大学院生 202 名に質問紙調査を実施

した。うち，有効回答者は 167 名（男性 59
名，女性 108 名）であった。

調査内容 PM 評定尺度（三隅・関・篠原，

1974），日本語版 VSI（Volunteer Satisfaction 
Index）（吉田・徳田，2012），サークル・コミ

ットメント尺度（橋本・唐沢・磯崎，2010）

倫理的配慮 回答者が特定されないこと，回

答は任意であること，回答中に気分が悪くな

った場合には回答を中断できることの説明

を行った。

結 果

因子得点を算出し，リーダーシップの認知

が満足感，コミットメントに直接影響を与え

るパスと満足感がコミットメントに影響を

与えるパスを仮定したモデルを想定し，共分

散構造分析を行った。5％水準で有意となら

ないパスがなくなるまでモデルの修正を繰

り返した。結果と適合度を Figure1 に示す。

モデルの適合度は良いと判断した。

考 察

M 機能の認知が満足感やコミットメント

に正の影響を与えることが明らかになった。

一方で，P 機能の認知はコミットメントに対

し正の影響を与えている自己有用感に負の

影響を与えることが明らかになった。これら

のことから，ボランティア団体においては団

体の目標達成志向の管理的なリーダーシッ

プよりも，団体内の人間関係に気を配り，成

員とコミュニケーションをとり，成員を認め

るリーダーシップの方が成員の積極的なコ

ミットメントを促すことが示唆された。
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Figure1 リーダーシップの認知と満足感，コミットメントの関連

変数上の数字は R-square 誤差項と誤差項の共分散は略

*p<.05 **p<.01 ***p<.001

Chi-square=18.479 df=14

GFI=.975 AGFI=.926 RMSEA=.057 CFI=.985
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宮崎県と佐賀県のいじめ防止に対する認識の比較
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問題と目的

いじめ防止対策推進法の施行により，各自治体

において「いじめ防止等のための基本的な方針」

（以下，基本方針とする）の策定が責務化された。

基本方針には，各自治体がいじめを防止するため

に，共有しておくべきだと判断した内容が書かれ

ている。

年度のいじめ認知件数が最も多かったの

は宮崎県，最も少なかったのは佐賀県であった。

本研究では，両県の基本方針を比較し，いじめ防

止に対する認識の違いを明らかにすることを目的

とする。

方 法

対象：宮崎県（ ）と佐賀県（ ）それぞれ

のホームページに公開されていた基本方針を分析

対象とした。

分析： を用いて，基本方針で使用されて

いた抽出語の出現数を確認した。記述パターンを

概観するために，共起ネットワークを作成した。

結 果

両県の基本方針から抽出された語数は，宮崎県

が ， 語，佐賀県が ， 語で宮崎県の方が

相対的に多かった。抽出された単語は違うものが

多く記述内容は異なっていた。

考 察

抽出語が多い宮崎県は，基本方針において，そ

れだけ多くの内容について触れており，より多角

的にいじめ防止について認識していると考えられ

る。また，「早期」「発見」「未然」という記述が多

く抽出されたことから，いじめを早い段階で認知

しようという意識が高いと考えられる。「アンケー

ト」が多く抽出され，基本方針の中で，防止の具

体的な案を提示していた。このようないじめ防止

に対する認識の高さが，認知件数の多さにつなが

っていることが明らかとなった。いじめを認知す

ることは重大事案防止のために不可欠であること

から，防止について多角的に，具体的に考えるこ

との重要性が示唆された。

佐賀県は，「学校」「委員」，「警察」「連携」，「家

庭」「地域」は記述パターンが異なり，学校内と学

校外の機関は別の組織と捉えていることが示唆さ

れた。宮崎県の方が全体として語の出現数が多い

中，「警察」は佐賀県の方が多かった。この抽出語

は，重大事態発生後の対応が記述されるときに使

用される。ここから，佐賀県は重大事態の対応を

重要視していると考えられる。

宮崎県は，「調査」などのいじめを発見する方法

についての記述が抽出されており，早期発見に重

きを置いていることが分かる。一方佐賀県は，「委

員」「設置」「連携」「機関」のように対策する機関

を設置することについての記述が多い。したがっ

て，事案が発生した際の受け入れ態勢を整えてお

くことに重きを置いているようであった。

「保護」は両県に共通して多く出現していた。

「保護する」ではなく，「保護者」の一部が抽出さ

れていた。いじめ問題においては，児童生徒だけ

ではなく保護者も関係性が深いと捉えているよう

であった。着目すべきは，その出現の特徴である。

宮崎県は保護者も防止する側の一員であるという

位置づけ，児童生徒と同様に指導及び支援してい

くべき存在として位置づけていた。一方で佐賀県

は，いじめが発生した後，説明責任を果たすべき

存在として位置づけていた。

「連携」「機関」は両県とも出現数が多いことか

ら，いじめ防止において学校と専門機関，家庭が

連携することの重要性は広く認識されているよう

であった。

両県の基本方針の比較により，いじめ防止に対

する認識は異なることが明らかとなった。宮崎県

は，佐賀県よりいじめ防止において，早期発見が

重要であるという認識を持っていると考えられる。

早い段階で認知しようという意識の高さがいじめ

認知件数の多さにつながっていることが示唆され

た。いじめ防止の認識について，妥当性を得るた

めに，他の自治体の基本方針を追加して，分析し

ていくことが必要であろう。
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